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本調査を実施した背景・⽬的 

 ⽇本では少⼦⾼齢化という構造的な課題を抱えており、その結果、飲⾷店を中⼼とした⼩売店における経営

環境は激しさを増しています。この構造的な課題により、内需による売上獲得が難しい⼀⽅で訪⽇外国⼈の増

加の影響もあり、来店顧客数が増えている店舗もあれば、外国⼈対応（英語等）の遅れにより、機会損失を

⽣じている店舗もあります。 

 他⽅、デジタル技術の進展によりキャッシュレス化が進んでいます。⽇本は国家戦略としてもキャッシュレス化を

推進していますが、店舗視点で⾔えばキャッシュレス対応の可否が経営を左右する事態にもなっています。 

 加えて、2018 年 7 ⽉に健康増進法の⼀部を改正する法律が成⽴し、2020 年 4 ⽉ 1 ⽇より全⾯施⾏が

予定されています。本法律により、店舗における喫煙環境は影響を受け、これまで喫煙できることを売りにしてい

た店舗においては喫煙環境対応の改善を迫られており、⼀部では全⾯禁煙に踏み込む店舗も出てきました。 

 以上のように、飲⾷店を中⼼とした⼩売店舗における経営環境は⽇々変わっており、そのような外部環境変

化への対応が結果として店舗売上・利益にどのような影響を与えているかに興味が湧き、本調査を実施すること

にしました。 

 本調査は2019年から2021年までの3年間継続して調査をすることとしており、本レポートは2019年（初

回）のアンケート結果から作成したものとなります。アンケートを実施するにあたり、⽣活衛⽣同業組合に協⼒を

得て⽇本全国の加盟店へアンケートを発送し、612 件の回答を得る事が出来ました。本調査にあたってご協⼒

を頂きました 612 店の皆様に厚く御礼を申し上げます。 

 

株式会社⽇本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部⾨ 
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調査概要 

 本アンケートの概要は以下の通り。 

調査名称 「店舗における顧客対応」に関するアンケート調査 

調査⽬的 

- 外国⼈対応の実態把握 

- キャッシュレス対応の実態把握 

- 喫煙環境対応の実態把握 

調査⽅法 質問紙調査（調査票を店舗に郵送し、回答者に返送してもらい回収） 

調査期間 
2019 年9 ⽉9 ⽇（⽉）発送 

2019 年10 ⽉15 ⽇（⽕）回収締切 

調査対象 

- ⽣活衛⽣同業組合加盟店舗 

- 店舗所在地は、北海道、宮城県、東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、⽯川

県、京都府、⼤阪府、兵庫県、広島県、福岡県、沖縄県 

発送数 5,461 件 

回収数 612 件 
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（参考）エリア別回収率 

 

（参考）店舗業態 
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（参考）店舗の資本⾦額 

 

（参考）店舗の客席⾯積（厨房等除く） 
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調査結果サマリー｜外国⼈対応 

(1) 外国⼈対応状況 

 外国⼈客に対する主な対応としては「⽇本語と外国語を併記したメニューの導⼊」が 22.9％と最も多く、次い

で「料理の写真を表⽰」が 19.8％と多い。メニューなどの表⽰⽅法を⼯夫することで従業員が英語を話せなくて

もオーダーを理解できる取り組みが⽬⽴つ結果となった。 

 

店舗において既に実施している取り組み（設問B1,複数回答可） 
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(2) 業績への影響 

  全体の 65.4％が外国⼈対応可否による業績への影響はないとの結果であり、「プラスに影響した」、「マイナ

スに影響した」と回答した、業績に何らかの影響があった店舗は、合わせても 10％に満たない結果であった。 

 

各種対応による業績への影響（設問C2,１つだけ） 

 

(3) 外国⼈客のトラブル 

 回答店舗の 61.6%は「外国⼈客とのトラブルはない」との回答。「⼤声での会話」が 11.8％と他の項⽬に⽐

べてやや顕著。 

 

外国⼈のトラブル（設問F2,複数回答可） 

 



 

  Copyright (C) 2020 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. 
    8/23 

 

(4) 外国⼈客受け⼊れの課題および今後の外国⼈受け⼊れに対する考え 

店舗の 43.8％は外国⼈客受け⼊れの課題はないとの認識。他⽅、外国⼈客受け⼊れに対して「どのように

対策すればよいか分からない」店舗が 21.1％存在。 

また、今後の外国⼈客の受け⼊れについては「積極的に対策を講じる予定はない」と回答した店舗が

40.2％と最も多かった。 

 

外国⼈客受け⼊れの課題（設問F3,複数回答可） 

 

今後の外国⼈客の受け⼊れ予定（設問F4,１つだけ） 
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調査結果サマリー｜キャッシュレス対応 

(1) キャッシュレス対応状況 

 店舗において既に実施しているキャッシュレスの取り組みとして、「クレジットカード」への対応が 55.1％と最も多

く、次いで「QR コード」への対応が 31.5％と多かった。他⽅、交通系 IC や⽀払い系電⼦マネーの導⼊は 1 割

程度と限定的であったが、エリア別にみると交通系ICは東京23区（13.6％）、⽀払系電⼦マネーは⼤阪市

（12.8％）の導⼊率が全体傾向に⽐べて⾼い傾向にあった。 

 

店舗において既に実施している取り組み（設問B1,複数回答可） 

 

店舗において既に実施している取り組み（設問B1,複数回答可） ※都⼼のみ 
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(2) 業績への影響 

 店舗におけるキャッシュレス対応による業績への影響は 64.5％と⼤半以上の店舗で「影響がない」という結果

であった。他⽅、業績がプラスに影響した店舗が8.3％ほどあり、マイナスに影響した割合（3.9％）に⽐べて⾼

いことが分かった。なお、交通系 IC および⽀払い系電⼦マネーを導⼊している店舗では、業績がプラスに影響し

ている割合が⾼い傾向にあった。 

 

各種対応による業績への影響（設問C2,１つだけ） 

 

各種対応による業績への影響（設問B1,複数回答可）×各種対応による業績への影響（設問C2,１つだけ） 
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(3) キャッシュレス・消費者還元事業への理解 

 キャッシュレス・消費者還元事業についての認知度は 76.8％と多くの店舗がその内容を理解している傾向にあ

り、「知らない」と回答した店舗は 18.6％と限定的であった。⼀⽅、キャッシュレス・消費者還元事業の事業者の

メリットについての理解は「内容を知らない」と回答した店舗が 39.7%と認知に⽐べて理解の⽐率が低い傾向に

あった。 

 

キャッシュレス・消費者還元事業の認知（設問E2,１つだけ） 

 
キャッシュレス・消費者還元事業の事業者メリットの理解（設問E3,複数回答可） 

 

 



 

  Copyright (C) 2020 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. 
    12/23 

 

(4) キャッシュレス化の課題および今後の取り組み 

 キャッシュレス対策の課題としては「⼿間がかかる（30.9％）」「対策がわからない（26.1％）」という回答が

多かった。また、今後の対策としては「現⾦⽀払い重視のため追加対策なし」と回答した店舗が 48.7%と最も

多く、キャッシュレス化への積極性はまだ限定的な状況であった。 

 

キャッシュレス化の課題（設問E5,複数回答可） 

 

今後のキャッシュレス化取り組み予定（設問E6,複数回答可） 
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調査結果サマリー｜喫煙環境対応 

(1) 禁煙・分煙対応状況 

 何かしら禁煙・分煙対応している店舗は全体の 5 割程度であり、中でも禁煙・分煙対策として「店内禁煙・店

外喫煙スペース」が20.8%と最も多かった。エリア別にみると、特に東京23区が「店内禁煙・店外喫煙スペース」

の対策を講じている割合が全体傾向より⾼かった。 

 

店舗において既に実施している取り組み（設問B1,複数回答可） 

 

店舗において既に実施している取り組み（設問B1,複数回答可） ※都⼼のみ 
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(2) 業績への影響 

 喫煙環境対応による業績への影響はないと回答した店舗が 70.3%と最も多かった。なお、対応別にみると

「店内外ともに全⾯禁煙」の店舗で、業績が「マイナスに影響した」割合が最も⾼い（14.8％）。 

 

各種対応による業績への影響（設問C2,１つだけ） 

 

店舗において既に実施している取り組み（設問B1,複数回答可）×各種対応による業績への影響（設問C2,１つだけ1） 

 

                                                  
1 n=30s 未満は参考値 
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(3) 法令・条例への理解 

 店舗勤務者の改正健康増進法に対する理解の程度は、「⾃店舗が実施すべき事項を理解している」が

51.5％と最も多かった。他⽅、「⾃店舗が実施すべきことを理解していない」店舗は 35.1％あり、改正健康増

進法に対する理解が⼗分ではないことが分かった。 

また、⾃店舗の所在する都道府県に受動喫煙に関する条例があることを知らない⼈は 28.6％と限定的であり、

多くの店舗勤務者が⾃店舗の所在するエリアの喫煙に関する条例の有無を認識している。 

なお、条例制定エリア2における受動喫煙に関する条例への認知度は全体傾向よりも総じて⾼い傾向にあった。

また、条例が無いのに「条例がある」と認識している店舗が 46.4％と、条例に対して誤認識している店舗が相当

数存在した。 

改正健康増進法の理解（設問D2,１つだけ） 

 

                                                  
2 東京都、神奈川県、静岡県、⼤阪府、兵庫県、広島県 
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 受動喫煙に関する条例への意識（設問D3,１つだけ） 

 
受動喫煙に関する条例への意識（設問D3,１つだけ） ※条例制定エリアと条例制定エリア以外 
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 また、受動喫煙に関する法律・条例の評価としては「緩和すべき」という店舗が 46.4％と最も多く、特に条例

制定エリアにおける緩和要望の程度は全体傾向よりも⾼かった。 

 

受動喫煙に関する法律・条例の評価（設問D4,１つだけ） 

 

受動喫煙に関する法律・条例への評価（設問D4,１つだけ） ※条例制定エリアと条例制定エリア以外 
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(4) 今後の受動喫煙防⽌策・課題 

 今後の受動喫煙防⽌策として「全席喫煙可（24.0％）」、「店内禁煙（23.0％）」と回答した店舗の割

合が⾼い傾向にあった。また、現状、全席喫煙可の店舗の今後の対策としては、継続的に「全席喫煙」と回答し

た店舗は 54.7％と最も多い⼀⽅、フロア分煙等の何かしらの受動喫煙対策を講じるとした店舗は 3 割程度で

あった。 

 

今後の受動喫煙防⽌策（設問D7,１つだけ） 

 

今後の受動喫煙防⽌策（設問D7,１つだけ） ※現状の全席喫煙可の店舗と全体の⽐較 
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また、今後の分煙・禁煙対策の課題としては「喫煙スペースを設ける場所がない」との回答が 39.7％と最も⾼い

傾向にあった。 

 

禁煙・分煙対策の課題（設問D9,複数回答可） 
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(5) 資本⾦5000 万円以下、店舗⾯積100 ㎡以下、個⼈経営の店舗 

 改正健康増進法により「原則屋内禁煙」の対象となるのは、既存店舗であり、資本⾦5,000 万円以下、客

席⾯積100㎡以下の店舗となる。加えて、受動喫煙に関する条例のある東京都等では個⼈・家族経営などで

従業員がいない店舗が「原則屋内禁煙」の対象となる。参考までに、本調査の結果では、客席⾯積100 ㎡以

下、資本⾦5,000円以下の店舗は51.3％であり、左記2条件に加えて個⼈経営の店舗は全体の3.3％で

あった。 

 

（参考）改正健康増進法および東京都受動防⽌条例 

 改正健康増進法 東京都受動喫煙防⽌条例 

規制内容 原則屋内禁煙 原則屋内禁煙 

規制の対象  既存店（2020 年3 ⽉31 ⽇までに開業） 

 資本⾦5,000 万円以下 

 客席⾯積100 ㎡以下 

 個⼈・家族経営など従業員がいない 

 

客席⾯積100 ㎡以下、資本⾦5,000 円以下であり、かつ、個⼈経営の店舗 
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（参考）調査票 
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本調査に関する問い合わせ先 

株式会社⽇本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部⾨ 

サステナブル・ストラテジー＆オペレーショングループ 

⼤森 充、⼭⼝ 翔平 

 


